
地区計画は、これからこんなまちをつくりたい、こんなまちにしたいというみなさんの希望をまとめて、それを

実現するために、具体的なまちづくりのルールを決めていくものです。

若葉台地区では、良好な環境の住宅地の維持、保全を目的に、地区計画が定められています。

計画の趣旨をこ理解いただき、まちづくりへのこ協力をお願いいたします。
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● 地区の概要
―…… 地区計画区域

……… 地区の区分

|   1住 宅地区(A地区)
(第1種低層住居専用地域 50/80)

題 中心業務地区(B地区)
(第1種中高層住居専用地域 60/200)

● 壁面の位置
………口 道 路境界緑から40m以 上

※その他の道路境界線、隣地境界線から10m以 上

● 地区施設

― 道臨

― 周辺部緑地(A地区)

鶴 中心部緑地 (A地区)
※用途地域の詳細は、都市計画課で、ご確認ください。

▼者葉台地区 地 区計画 区 域園



(平成 ]0年 10月 6国 決定)

称名 若葉台地区地区計画

置位

津久井郡城山町若葉台一丁目、若葉台二丁目、若葉台三丁目、

若葉台四丁目、若葉台五丁目、若葉台六丁目、若葉台七丁目、

久保沢二丁目及び川尻字小野地内

積面 約425ho

区

域

の

敵

備

開

発

及

び

保

全

の

方

針

地 区 計 画 の 目標

若葉台地区は、市街化調整区域内の大規模計画開発地として開発許可を受け、

宅地造成された地区である。

現在、この開発時の土地利用計画のもとに、自然と詞和した緑豊かな住環境を

有している。

それを保全しつつ、近年の生活様式の多様化や高齢化社会の至J来に対応した

まちづくり|よ、当地区においてもまちづくりの課題となっている。

こうした課題に対応するため、まちづくりの目標を『みどりあ8、れ、ゆとりや豊か

さを実感できるまちづくりの実現』と定め、地区計画の策定により、次に掲げる土

地利用、地区施設、建築物等の整備及び緑化の方針のもと、自然と調和した良好

な住環境を形成し、保全することを目標とする。

土地利 用の方針

本地区の土地利用を住宅地区 (A地区)と中心業務地区 (B地区)に区分し、

住宅地区 (A地区)について|よ、みどりあふれる低層の戸建住宅地として、その

環境の維持 保全を図るものとし、中心業務地区 (B地区)こついて|よ、地区の

生活を支える中7Ь商業 業務施設の立地を誘導する地区とする。これらの地区

を適正に配置することにより、まちづくりの目標の実現を図るとともに、均lerの

とれた土地利用を図る。

の

針

コ訳

方

施

の

区

備

地

整

本計画におしヽては、地区中心部及び周辺にある緑地につしヽて、地区施設の緑地

として位置づ するとともに、地区の主要な道路について地区施設として位置づけ、

その維持 活用を図ることにより、まちづくりの目標の実現を図る。

の

針

等

方

物

の

築

備

建

整

]住 宅 地 区 …ゅとりある敷地と緑豊かな低層戸建住宅地として開発された環

(A地区)   境 の維持 保全を図るため、建築1/2の用途、敷地の最低規模、壁

面の位置及び高さの最高限度につしヽて必要な基準を定める。

2中 心業務地区…地区住民の国常的な利便施設として、商業 業務施設を周囲

(B地区)   の 環境との調和を図りつつ、適正に配置するため、建築物の

用途、敷地の最低規模、壁画の位置及び高さの最高限度につ

しヽて必要な基準を定める。

また両地区につしヽて、かき さくについては、景観及び防箕面を考慮し、生垣を主

体としたものとするほか、開発時に計画された宅地地盤や擁壁等について|よ、現

況のまちなみの維持 保全を図るため、防災画等について支障がないことが確認

される場合を除き、改変等は行わなしヽものとする。

緑 化 の 方 針

みどりあ8、れ、ゆとりあるまちなみの維持 形成を図るため、街路樹を|よじめと

する公共空間の緑化整備や、敷地内及び敷地境界線からの建物の壁面後退によ

り倉」出される空地につしヽて、緑化に努めるとともに、地区中心部及び周辺の緑地

などとあいまって、特徴あるまちなみの保全 形成を図る。
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計
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模規

地区施設の

配 置 及 び

緑地

規 模

計画図の表示とおり
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建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

地区の区分
名称 住宅地区 (A地 区) 中心業務地区 (B地 区)

面積 約40]ha 約2 4ha

の

限

物

帝の

築

途

建

用

次の各号に掲ザる建築物以外の建築

物は、建築してよならない。

(1)住 宅 (ただし、長屋|よ除く。)

(2)住 宅で事務所、店舗その他これら

に類する用途を兼ねるもののうち、延
べ面積の]/2以上を居住の用に供し、

かつ、次の各号の一に掲ザる用途を

兼ねるもの(こ/rらの用途に供する部

分の床面積の合計が50面 を超える

ものを除く。)
一 事 務所(汚物運搬用自動車、危険

物運搬用自動車その他これらに類す

る自動車で建設大臣の指定するも

ののための駐車施設を同一敷地内

に設けて業務を運営するものを除く。)
二 学 習塾、事道教室、囲碁致室その

他これらに類する施設

三 美 術品又よ工芸品を製作するた

めのアトリエ又よ工房(原動機を使

用する場合にあってよ、その出力の

合計が0 75kvv以下のものに限る。)

(3)幼 稚園

“)保 育所

(5)診 療所

(6)公 衆電話所その他これに類するも

ので、次の各号の一に定める公益上

必要な建築4//m
一 近 隣に居住する者の利用に供する

公園に設けられる公衆便所又よ休憩所

二 路 線バスの停留所の上家

三 建 築基準法施行令第]30条 の4

第5号に掲げる施設である建築物

(7)前 各号の建築物に附属するもの(建

築基準法施行令第130条 の5こ掲げ

るものを除く。)

次の各号に掲げる建築物|よ、建築し

て|よならない。

(1)建 築物の一階部分を住宅の用に供

するもの(ただし、住宅で、店舗その

他これらに類する用途を兼ねるもの

のうち、一階部分の床面積の合計の

1/2以 上を次のイから二に掲げる用

途とするものを除く。)

イ 国 用品の販売を主たる目的とす

る店舗又は食堂もしく|よ喫茶店

□ 理 髪店、美容院、クリーニング取次

店、質屋、貸衣装店、貸本屋その他こ

れらに類するサービス業を営む店舗

八 洋 服店、昌屋、建具屋、自転車店、

家庭電気器具店、その他これらに類す

るサービス業を営む店舗(原動機を

使用する場合にあつてよ、その出力

の合計が075臨 v以下のものに限る。)

二 自 家販売のために食品製造業(食

品加工業を含む。)を営むパン屋、

米屋、豆腐屋、実子屋その他これら

に類するもの(原動機を使用する場

合にあつて|よ、その出力の合計が

0 75kw以 下のものに限る。)

(2)建 築物の一階部分を共同住宅、寄

宿舎又は下宿の用途に供するもの

(3)神 社、寺院、教会その他これらに類

する用途に供するもの

141 公 衆浴場

(5)大 学、高等専門学校、専修学校その

他これらに類する用途に供するもの

(6)建 築物の
一階部分を病院の用途に

供するもの

7)建 築物の一階部分を学習塾、事道

教室、□碁教室その他これらに類す

る用途に供するもの

(8)建 築物の一階部分を銀行の支店、

損害保険代理店、宅地建物取引業を営

む店舗その他これらに類するサービス

業を営む店舗の用途に供するもの

(9)前 各号の建築物に附属するもので、

当該建築物の一階部分の床面積の合

計の]/2以上を自動車車庫の用途に

供するもの



地

区

整

備

計

画

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

建築物の延べ面積

の敷地面積に対する

害」合 の最 高限度
8/]0 20/]0

建築物の建築面積
の敷地面積に対する

割合 の最高 限度
5/]0 6/]0

の

度

積

限

画地

低

敷

最
] 6 5 面 ] 5 0 甫

壁面の位置の制限

建築物の壁又はこれに代わる柱の面は、次の各号に定める境界線の種別に応じ、その
定める数値以上後退した位置とする。

1 幅 景9m以 上の道路(計画図に表示する箇所に限る。)境界線に画するものは、4m。
ただし、次の(1)～(3)のいすれかに該当する建築物および建築物の部分につしヽては、
この限りでなしヽ。

(1)外 壁又よこれに代わる柱の中心線の長さの合計が3m以 下であるもの
(2)物 置その他これに類する用途に供し、軒の高さが23m以 下で、かつ、床面積の
合計が5面以内であるもの
(3)建 築物に附属する自動車車庫で、高さが3m以 下で、かつ、床面積の合計が15甫
以内であるもの

2  前 号に掲げる境界線以夕ヽの敷地境界線に面するものよ、]m。ただし、次の(1)～(3)
のいすれかに該当する建築物及び建築物の部分につしヽては、この限りでなしヽ。
(1)外 壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が3m以 下であるもの
(2)物 置その他これに類する用途に供し、軒の高さが23m以 下で、かつ、床面積の
合計が5甫以内であるもの
(3)建 築物に附属する自動車車庫で、高さが3m以 下であるもの

さ

度

古同
限

胸

古向

築

最

建

の

建築物の各部分の高さよ、次に掲ザる

もの以下としなければならない
一 建 築物の各部分の最高の高さ|よ

]Omを 超えてはならなしヽ。
二 区 域内にある建築物は、冬至日の

真太陽時による午前8時から午後4

時までの間におしヽて、建築基準法別

表第四(1よ)欄]頂に掲げる平均地盤

面からの高さの水平面 (対象区域外

の部分及び当該建築物の敷地内の部

分を除く。)に、敷地境界緑からの水

平距離が5mを 超える範囲におしヽて、

同表(に)欄 ]項 (1)号に掲げる時間

以上国影となる部分を生じさせるこ

とのないものとしなければならない。

ただし、地階を除く階数が2以下の

建築物、かつ、軒高がフrn以下の建築

物で、当該建築物の各部分の高さが

当該部分から前面道路の反対側の

境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に06を 乗じたもの

に5rnを加えたもの以下である場合

についてはこの限りでない。

建築物の各部分の高さは、次に掲ザる

もの以下としなければならf」しヽ。
一 建 築物の各部分の最高の高さは次

に掲げる敷地面積の規模に応じ、そ

れぞれその定める数値を超えてはな

らf」しヽ。

500甫 以下|よ]5m

500百 を超えるもの|よ20m

二 当 該部分から前面道路の反対lBlの

境界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に]25を 乗じて得た

ものに]Ornを加えたもの

の

限

く

廿

さ

帝

は

の設造
か

構

道路に画するかき又よさくの構造よ、次の各号のいすれかとしなければならなしヽ。
ただし、門等の出入り回の部分若しくは地盤面からの高さが06m以 下の部分又|よ法
令等に特別の構造基準等がある場合よこの限りでない。
(1)生け垣
(2)鉄柵、金網等の透視可能なフェンス

工作物の形態又は

意 匠 の 制 限

法面又|よ擁壁面に張り出した形態の架台その他これに類するものを設けては
ならない。

※区域及び地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限よ、計画図に表示のとおり。



建築物の用通の制‐ほ

●住宅地区(A地区):第 一種低層住居専用地域

建てることができる建築物は、次に掲|ザるものとしております。

□:近隣居住者の利用に供する公園に設けられるもの *:原 動機の出力の合計0 75kw以 下

+:汚 物運搬用自動車、危険物運搬用自動車その他これらに類する自動車で国土交通大臣の指定するもののための

駐車施設を同一敷地内に設けて業務運営するものを除く

0中 心業務地区(B地区):第]種中高層住居専用地域

建築基準法によつて、第]種中高層住居専用地域内に建築することができる建築物のうち、地区計画によつて以下の

建築物は、建てることができません。

①!]階の部分に限る

ただし、建築物の ]階部分を住宅の用に供するもので、]階部分の床面積の合計の2分 の ]以上を店舗
その他これらに類する用途に兼ねた場合には、建築することができる場合があります。

容積奉 ・建べい率の最高限度

容積率 (建築物の延べ面積の敷地面積に対する書」合)と建ぺい率(建築物の建築面積の敷地面積に対する割合)の
最高限度につしヽて|よ、以下のとおりとします。

●住宅地区 (A地 区)

容積率 建ぺしヽ率

800/o 500/0
(※角地緩示酎よ無し)

●中心業務地区 (B地区)

容積率 建ぺしヽ率

200% 60%

(※角地緩和|よ無し)

※若葉台地区地区計画は、平成 ]0年 10月

6国の都市計画決定時におしヽて合併前の

旧城山町として、建築基準法第53条 第3

項第2号の適用をしてしヽなしヽため、同法第

50条 第 ]項の緩和措置はしていなしヽもの

建てることができる建築物 (これ以外は建てられません。)

住宅(長屋を除く) 幼 稚 園 保 育 所 診 療 所

公衆電話所 公 衆 便 所 □ 休憩所□ 路線バス停留所の上屋

建築基準法施行令第 130条 の4第 5号 に掲 ずる施設

以下につしヽては、兼用住宅(非住宅部分の床面積が、50m2以 下かつ建築物の延べ床面積の2分の1未満)の場合とする。

事務所 # 学 習 塾 華 道 教 室 図碁 教 室

アトリエ* 工 房 *

上記建築物に附属するもの (建築基準法施行令第 ]30条 の5に 掲げるものを除く。)

建てることができない建築物

住宅① 共同住宅① 寄宿舎0 下宿①

神社 寺院 教会 公 衆 浴 場 大  学 高等専門学校

専修学校 病院① 学習塾① 華道教室O

囲碁教室① 銀行の支店O 損害保険代理店① 宅地建物取引業店①

上記の建築物に付属するもので、当該建築物の 1階部分の床面積の合計の]/2以 上を自動車車庫の用途であるもの



|■―1敷地面摘め報 ・|

●敷地の細分化による住環境の悪化を防ぐため、

地  区  名 最低敷地面積

住宅地区(A地 区) ]65m2

中心業務地区(B地 区) ]50m2

(住宅地区の場合》

(地区計画を定める前)(地 区計画を定めた後)

■盛面の位置の1制限■

●壁面の位置の制限は、以下のとおりとします。

道路境界線

幅員9高以上

の道路の場合
40m以 上

上記以舛の

道路の場合
]Orr以 上

敷地面積の最低限度を以下のとおりとしております。

ただし、地区計画の都市計画決定以前から敷地面積の最低限度に

満たない敷地については、適用が除外になる場合があります。

分 書」 可
新たな敷地が165甫 以上であれば

建築ができます。

分 書」不 可

新たな敷地が]65甫 未満となると

建築ができません。

隣地境界線 道路境界線

隣地境界線

]rn以上

]m以 上

壁画を後退する部分

壁画を後退する部分
40m以 上

(10m以 上)

( )|よその他道路の場合

境 界 線 の 種 類 の
離
距
距
輛
退
境
後

適用除外(後退部分に建築可能なもの)

幅員9m以 上の道路境界線

(区域図に表示する箇所)
4m以 上

外壁又|よこれに代わる柱の中心線の長さの合計が
3m以 下であるもの

物置等の用途の建築物で、軒の高さが23m以 下で、
かつ床面積の合計が5甫以内であるもの

建築物に付属する自動車車庫で、高さ3m以 下で、
かつ床面積の合計が ]5甫以内であるもの

上記以外の道路境界線

]m以 上

外壁又|よこれに代わる柱の中心線の長さの合計が
3 rn以下であるもの

物置等の用途の建築物で、軒の高さが20m以 下で、
かつ床面積の合計が5甫以内であるもの

建築物に付属する自動車車庫で、高さ3m以 下であ
るもの

線界境地隣

建築物の建て

られる範囲

壁面 部分



建築物の高さの最高限度

建築物の高さの最高限度につしヽてよ、以下のとおりとします。

真北方向
―

住宅地区

(A地 区)

かき又はさくの構造の制限

道路側にかき又はさくを設する場合には、

適用されません。

烈   ]5m以 下

]      (20m)以 下

]Om以 下

中心業務地区
(B地区)

次に掲げるものとしております。なお門柱などの出入田部分|よ、

フェンス等
ブロック等は敷地内地盤

面から60cm以 下

60cm以 下

工作物の形麟又は意匠の制限

のり面や擁壁面に張り出した架合などよ

築造できません。

敷

地  区 最 高 の 高 さ 北 側 部 分 の 高 さ

区

＞

地

区宅軸
住

＜
]Om

区域内にある建築物には国影規制が適用されます。ただ

し地階を除く階数が2以 下 軒 高フm以 下で5+06Lの

斜線内に建築物があれば日影規制は不適用とする。

区

＞鞠距
いヽ

Ｂ

中

＜

]5m(敷 地面積が500高 以下)

20rln(敷地面積が500百 超え)
北損」斜線制限 i]0+]25L

□

□

□

□

□ □

回 □

□ □

地


